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監査結果報告 

 

 

１．監査方針 

本監査については、行財政運営の健全性と透明性の確保に寄与し、もって住民の福祉の増

進と市政への信頼確保に努めるため、桜井市監査基準に基づき監査を実施しました。 

 

 

２．監査の種類 

定期監査（地方自治法第 199条第１項、第２項及び第４項による監査） 

 

 

３．監査の対象及び期間  

 

監査内容 令和 ４年１１月３０日現在の監査資料による 

監査期間 令和 ５年 １月 ５日から令和 ５年 ２月１６日まで 

対象部課 

 

市長公室 

秘書課 ・ 行政経営課 ・ 危機管理課 

総務部 

管財契約課 

まちづくり部 

観光まちづくり課 

環境部 

環境総務課 ・ 業務課 ・ 施設課 

上下水道部 

経営総務課 ・ 上水道課 

出納課 

監査委員事務局 

 

 

４．監査等の着眼点 

市の財務に関する事務の執行及び経営に係る事業の管理が法令に適合し、正確で最小の

経費で最大の効果を上げるようにし、その組織及び運営の合理化に努めているかを主眼とし

て監査を実施しました。 

 



 

＊以下の着眼点により監査を実施しました。 

①組織、人事配置について 
・ 事業運営上不合理な点は無いか 

・ 職員の勤務状況は適正か 

②予算の執行状況、収納事

務、支出事務について 

 ・ 会計区分、年度区分、予算科目を誤っていないか 

 ・ 調定の時期及び手続は適正か 

・ 支出負担行為は法令等に違反していないか 

・ 支出目的、履行を確認できる資料が整理されているか 

・ 旅費、超過勤務手当については支給額の算定根拠となる 

日数、時間数は関係記録と合致しているか 

③契約事務(委託・工事)に

ついて 

・ 適正な方法により契約を行っているか 

・ 随意契約理由は適正か 

・ 契約の履行確認は適正に行われているか 

④負担金、補助金の執行に

ついて 

・ 支出対象、支出金額は適正か 

・ 補助金については実績報告に基づく成果の確認が行わ 

れているか 

⑤公の施設の管理について 

・ 指定管理者の指定は適正、公正に行われているか 

・ 協定書等に必要事項が適正に記載されているか 

・ 管理に関する経費の算定、支出方法、手続等は適正か 

⑥財産の管理について 
・ 備品台帳に登録されているか 

・ 物品は正しく管理され整理されているか  

⑦公金等の保管状況に 

ついて 

・ 収納金、釣銭等の現金の保管及び取り扱いは適正か 

・ 郵便切手やはがき等の保管は適正且つ差引簿と合致して 

いるか 

 

 

５．監査等の実施内容 

本年度の監査計画に基づき、事前に対象部課からそれぞれ資料の提出を求め、関係書類

及び諸帳簿を照合するとともに、監査当日に関係職員から事情聴取し、事務事業の執行が適

正且つ効果的、効率的に行われているかを主眼として監査を実施しました。 

今回の監査は、主に主要事業及び予算の執行状況並びに委託料・工事・修繕の契約及び

執行、負担金及び補助金、収納事務、備品管理、事務処理が適正かつ合理的・効率的に行

われているかを重点的に行いました。 



６．監査の結果 

監査を実施した範囲においての事務の執行処理状況等は、関係法令等に基づき概ね適正

且つ効率的に執行・処理されていると認められ、軽易な留意事項は口頭により、指摘しました。 

次の通り、予算の執行状況について改善・検討を要する事項が見受けられ、該当する各所

属長及び担当職員に所見を申し述べるとともに、指導を行いました。今後これら指摘事項には

十分留意するとともに、尚一層慎重な事務処理を望むものであります。 

その主なものは、次のとおりです。 

 

（１）工事・修繕について 

追加や変更が多数見受けられるが、設計時に内容を精査しできるだけ費用を抑えられ 

るよう取り組まれたい。また老朽化による修繕の増加について、長寿命化を含めて検討さ 

れるよう取り組まれたい。 

（管財契約課・施設課） 

（２）委託料について 

   支出に対する説明責任が今後、益々問われるようになると考えられることから、委託に 

至った経緯を再度確認し、算出根拠・委託内容の点検・見直し等実際に必要であるか検 

討されたい。また、どれだけの効果が得られるかという事を細かく精査されたい。 

（各課共通） 

（３）負担金・補助金について 

   規定に基づき、使途・実績・報告を精査し各団体への指導、予算の適正配分等に十分 

留意されたい。 

（各課共通） 

（４）使用料・手数料について 

 浄化槽清掃手数料・し尿処理手数料及び水道使用料に関して、未収金に対して督促 

等を実施し、受益者負担と公平性の見地から更なる収納確保に取り組まれたい。 

（環境総務課・経営総務課） 

 

 


